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全国全国1,0001,000名名 税制に関する税制に関する意識調査意識調査

～～税金の仕組みに満足していない税金の仕組みに満足していない ８１％８１％～～

2007年3月14日

日本労働組合総連合会



調査概要１調査概要１

■調査の方法 インターネット調査

■調査の目的 連合は、労働者の代表として、すべての人々が安心して働き、暮らせる社会にするために、「社会保障」や「税
制」「ワークルール」など様々な面で各種働きかけをおこなっていますが、本調査はその活動の一環として「税
制」に関する人々の意識を調査し、その結果を今後の活動に活かすことを目的としています。

■調査対象 全国20代～60代以上の 男女1,000名 （調査会社登録モニター起用）
○20代、30代、40代、50代 各世代250名ずつ

2007年2月2日（金） ～6日（火）■調査時期

■回収サンプル数 1,000サンプル回収 （男性 500名 / 女性 500名 ）

全体内訳
世帯年収 300万円未満 ：300万円以上～700万円未満 ：700万円以上 ＝ 300名 ： 400名 ： 300名



調査概要２調査概要２

調査対象の属性（世帯年収、年代別）

年収300万円未満
20代 30代 40代 50代

男性 38 38 37 37
女性 38 38 37 37

年収300万円～年収700万円未満
20代 30代 40代 50代

男性 50 50 50 50
女性 50 50 50 50

年収700万円～
20代 30代 40代 50代

男性 38 38 37 37
女性 38 38 37 37

性別

男性, 50%女性, 50%

n=1000



調査概要３調査概要３
調査対象の属性（未婚・既婚）

調査対象の属性(職業）

未既婚

未婚, 40.8%

既婚, 59.2%

n=1000

会社員 公務員 専門家
（医師・弁
護士・会
計士等）

自営業 自由業
（フリーラ
ンス）

アルバイ
ト

学生 家事手伝
い

主婦 無職 不明

年収300万円未満 117 2 5 0 32 66 26 3 49 0 0
年収300万円～年収700万円未満 200 17 3 0 9 39 17 0 115 0 0
年収700万円～ 135 32 13 0 9 19 24 3 65 0 0



調査概要４調査概要４
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Ｑ1．あなたは普段の生活の中で、どのような時に「税金を納めている」と実感してい
ますか？（いくつでも）

67.6%

48.5%

36.2%

31.0%

30.2%

28.3%

26.9%

16.3%

4.6%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

給与明細を見た時

年末調整で税金が返ってきた時や税金を徴収された時

固定資産税などを納めた時

高価な買い物をした時（住宅や車等）

確定申告をした時

スーパーなどで日用品を買った時

ガソリン代を払った時

酒・タバコを買った時

普段税金を納めている実感はない

その他
ｎ=1000

n=1000



43.1%

39.7%

7.7%

2.2%2.4%
4.8%

0.1%

自分の納めている税金の金額は大体知っている

自分の納めている税金の金額はよくわからない

自分の納めている税金の金額は全く知らない

自分の納めている税金の金額は正確に知っている

税金を納めていない

税金を納めているかどうかわからない

その他

Ｑ２．あなたは、消費税・たばこ税などの間接税を除いて、自分が直接定期的に納めて
いる税金（所得税・住民税・固定資産税・自動車税など）の年間総額がいくら位になるか、
ご存知ですか？

n=1000

４７．４％

・自分の納めている税金の金額は全く知らない
・自分の納めている税金の金額はよくわからない



30.3%

37.9%

21.1%

10.7%

知っていた

大体知っていた

ほとんど知らなかった

知らなかった

ＱＱ33．「定率減税」が全廃されて、所得税と住民税を合わせた負担が、昨年に引き続．「定率減税」が全廃されて、所得税と住民税を合わせた負担が、昨年に引き続

き、今年も実質増税となっていることをご存知でしたか？き、今年も実質増税となっていることをご存知でしたか？

n=1000

３１．８％

・ほとんど知らなかった
・知らなかった



新聞やテレビの報道で知っ
ていた
78.9%

給料明細や入金額を見て
から知った
6.3%

人から聞いて知っていた
5.0%

その他
2.3% 政府・自治体の広報を見て

知っていた
7.5%

Ｑ4．（Ｑ３）で「知っていた」「大体知っていた」とお答えの方にお伺いします。
その情報をどのように知りましたか？

n=682



・ほとんど知らなかった
・知らなかった

11.9%

34.7%

32.1%

21.3%

知っていた

大体知っていた

ほとんど知らなかった

知らなかった

Ｑ5．今年から「税源移譲」とよばれる所得税と住民税の負担割合の変更が行われま
すが、あなたは「税源移譲」についてどの程度ご存知ですか？

※「税源移譲」：国に納めている所得税の一部を、住民税として市区町村に納めるようにすること。
「税源移譲」によって、多くの方は1月から所得税が減り、その代わりに6月以降の住民税が増えます。
しかし、実際には「定率減税」が全廃になるため、とくに6月以降の税額が増えるという現象が起こります。

n=1000

５３．４％



新聞・雑誌やテレビの報
道で知っていた, 76.0%

給料明細や入金額を見
てから知った, 2.1%

人から聞いて知っていた,
5.8%

その他, 4.3%
政府・行政の広報を見て
知っていた, 11.8%

Ｑ6．（Ｑ５）で「知っていた」「大体知っていた」とお答えの方にお伺いします
その情報をどのように知りましたか？

n=466



Ｑ7．一定額を超えた医療費（診察料、薬代、一定の交通費等）につい
ては、確定申告において医療費控除を受けることができますが、
あなたは医療費控除についてどの程度ご存知ですか？

実際に申告したこと
があり、制度の内容
まで知っている,
31.8%

実際に申告したこと
はないが、制度の内
容は知っている,
38.3%

医療費控除という名
称は知っている,
24.5%

医療費控除という名
称を知らない, 3.8%

確定申告という制度
を知らない, 1.6%

その他, 0.0%

ｎ=1000
n=1000



3.3%

30.4%

42.5%

8.5%

11.8%

3.5%

消費税は増税すべき

消費税増税はやむを得ない

消費税増税は行うべきではない

消費税は減税すべき

消費税は廃止すべき

わからない

Ｑ8．最近、新聞やニュースなどで消費税増税の議論についての報道がされています
が、あなたは消費税についてどう思いますか？

n=1000

・消費税増税は行うべきではない
・消費税は減税すべき
・消費税は廃止すべき

６２．８％



3.3%

16.7%

8.3%

42.0%

27.3%

2.3%

3.8%

10.5%

9.3%

43.8%

30.3%

2.5%

3.3%

8.7%

7.7%

41.3%

33.7%

5.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

わからない

消費税は廃止すべき

消費税は減税すべき

消費税増税は行うべきではない

消費税増税はやむを得ない

消費税は増税すべき

700万円以上

300万円以上700万円未満

300万円未満

【参考】Ｑ8（消費税への意識調査）×年収別のクロス集計結果

n=1000



Ｑ9．（Ｑ８）で「消費税は増税すべき」「消費税増税はやむを得ない」とお答えの方に
お伺いします。
あなたが消費税増税を容認する理由は以下のうちどれですか？ （いくつでも）

59.9%

41.2%

38.9%

26.1%

20.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

年金をはじめとした社会保障制度の健全性を維持するため

消費税はすべての国民が幅広く負担できる税であるため

日本の財政を再建するため

他の税金（所得税や住民税等）を増税してほしくないため

他の先進諸国と比べて日本の消費税率は低いため

ｎ=337
n=337



Ｑ10．（Ｑ８）で「消費税増税は行うべきではない」「消費税は減税すべき」「消費税は
廃止すべき」とお答えの方にお伺いします。
あなたがそう思う理由は以下のうちどれですか？ （いくつでも）（いくつでも）

60.0%

41.6%

38.5%

33.1%

6.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

消費税増税の前に歳出削減を行うべきであるため

消費税は収入が少ない人ほど、収入に占める消費税の割合が高くなる性質
があり、低所得者層への負担が大きいため

消費税増税の前に企業や高所得者に対する増税をすべきであるため

どのような形態であれ、これ以上の税負担には耐えられないため

消費税ではなく他の税金（所得税や住民税等）で対応すべきであるため

n=628



51.9%

33.5%

14.2%

0.3%
0.1%

負担感が増している

やや負担感が増している

どちらともいえない

やや負担感が減っている

負担感が減っている

Ｑ11．あなたは、ここ数年の税金や社会保障費等の負担の変化についてどのよう
に感じていますか？

n=1000

・負担感が増している
・やや負担感が増している

８５．４％



15.6%

26.3%
54.5%

1.7%
0.3%

1.6%

大いに満足している

やや満足している

どちらともいえない

あまり満足していない

満足していない

わからない

Ｑ12．あなたは今の日本の税制（税金の仕組み）に満足していますか？

n=1000

・あまり満足していない
・満足していない

８０．８％



42.9%

2.8%

32.0%

1.5%

35.1%

42.1%

30.1%

23.2%

17.9%

37.1%

78.3%

37.8%

28.0%

32.6%

29.9%

3.2%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

高所得層を優遇した税制となっている

低所得層を優遇した税制となっている

企業を優遇した税制となっている

高所得層に負担が重い税制となっている

低所得層に負担が重い税制となっている

自分の収入に比べて税負担が大きい

受ける公共サービスに比べて税負担が負担が大きい

職種や業種によって税負担の不公平がある

固定資産税や相続税など資産への課税に問題がある

医療や年金といった社会保障制度で必要となる財源が確保できていない

税金の使い方に無駄がある

脱税に対するチェックが甘いため

制度が複雑で手続きも面倒である

税制についての議論に国民が参加できていない

税金に関する情報発信が不十分であるため

その他

なんとなく不満（特に理由はない）
ｎ=981

Ｑ13．（Ｑ１２）で「やや満足している」「どちらともいえない」「あまり満足していない」
「満足していない」とお答えの方にお伺いします
税制に対する不満の理由として、当てはまるものは以下のうちどれですか？
（いくつでも）

n=981



40.5%

41.9%

47.8%

47.5%

37.1%

41.4%

39.2%

25.7%

37.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

高所得層を優遇した税制となっている

低所得層に負担が重い税制となっている

自分の収入に比べて税負担が大きい
700万円以上

300万円以上700万円未満

300万円未満

【参考】Ｑ13（税制への不満要素）×年収別のクロス集計結果

n=981



34.3%

47.7%

8.9%

1.0%
8.1%

投票の際に、非常に重視する

投票の際に、多少重視する

投票の際に、あまり重視しない

投票の際に、全く重視しない

選挙には行かない

Ｑ14．あなたは、選挙での投票に際し、税金に関する問題をどの程度重
視しますか？

n=1000

・投票の際に、非常に重視する
・投票の際に、多少重視する

８２％



Ｑ15．あなたの世帯内にて主たる生計者（※）の就業（雇用）形態はどれですか？
※家計（住居費、食費、水道光熱費、遊興費など）を主に負担をしている方を指しております。

会社役員
6%

正社員
59%

公務員
8%

派遣・請負社員
4%

パート・契約社員
11%

アルバイト
6%

その他
6%

n=1000


